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論文内容の要旨
本論文は、グローバル化が進行する国際経済の下で展開されている技術革新をめぐる競
争において、実効的な公共政策の役割を評価・分析することを目的としている。具体的に
は、経営学者のM ・ポーターが 1 990年代に彫琢した技術革新のための企業行動に関す
る理論モデ、ルにもとづいて、地域経済における企業組織のネットワークである「産業クラ
スター」の強化を目的とした政策を取り上げ、 2000年代の日本におけるクラスター政
策について綿密な調査を行い、さらにそのための条件となる地方分権改革の過程と現状を
評価した上で、日本のクラスター政策とフランスのクラスター政策とを比較しつつ、その
特性の分析を行っている。フランスでは、 EU、地域圏、県、基礎自治体の各レヴェルで、複
層的に企業助成政策がとられており、近年日本において道州制改革とともに意識され始め
た道州政府でとるべき産業育成政策が、園、府県、市町村と連携する際のモデ、ルとなりう
る。したがって、日本について綿密に調査を行いながら、フランスとの比較を行うことで、
現下の国際経済における各国のクラスター政策の意義と可能性を分析することが、本論文
の課題である。
以下、論文の構成に沿ってその概要を整理する。
第 1 章は、分析のための理論枠組みを構築するため、主として経営学における技術革新
の理論モデ、ノレに関する先行研究を検討する o そこでは、最新の技術革新の定義として、。
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ECDの作成した『オスロ・マニュアル』を整理して、産業技術の飛躍的発展の要素とし
て、生産様式、生産・流通過程、マーケティング、組織形態を抽出する。とりわけ第 4 の
組織形態における技術革新こそ、その後とりわけ 1 990年代以降の研究が着目した点で
あり、本論文はここに大きく依拠する。 1 980年代までの技術革新研究は、その過程に
ついて製品開発から販売へという単線的な段階モデ、ルを構築するにとどまった。だが、 1
980年代後半から 90年代にかけて登場した研究は、企業組織を外部環境に対する開放
系ととらえ、製品開発から販売にかけて、小グループのレヴェルから単位組織のレヴェル
に至るまで、外部のアクターと情報を共有し、協力ゲームを展開することで実効性の高い
技術革新を成し遂げうることを強調した。その場合、第 1 に、 2000年代以降の技術革
新研究が着目したように、産業、政府、研究機関とのより高度な連携が成功の条件とされ
る。第 2 に、ポーターが提唱したように、国主導の全国を対象とした政策ではなく、地方
単位の技術革新を促進するよう、地方政府、地場産業、研究機関の連携を強化する「地域
産業クラスター」の形成が有効とされる。
第 2 章では、第 1 章で導出された「地域産業クラスター」の形成を促進する政策である、
クラスター政策について、主として 2000年代以降の日本を事例に綿密な分析を行う。
まず前半部分では、現代日本の政策執行状況を、経済産業省が立案する「産業クラスター
政策」と、文部科学省が主導する「知的クラスター創成事業」との二つの政策が並行して
展開された「二重政策J によって特徴づけられると指摘する。 1 980年代までの日本で
は、東アジア地域に特有の政府主導の業界育成手法として産業政策の伝統が強く、他方で
地域レヴェルでは工業分散、地域中核都市の形成、地域独自のまちおこしなどの政策が試
みられてきた。これらを受けて、経済産業省は、地域の実態を考慮しつつ、中堅中小企業・
ベンチャー企業が大学、研究機関等のシーズを活用して、産業クラスターを形成し、国レ
ヴェルの競争力向上を図る産業クラスターの整備を開始した。そこでは 200 1 年度より
1 8 のプロジェクトを指定し、 5 年単位で、プロジェクトの立ち上げ及び産業クラスター
の自律的発展を課題に計画を改訂しつつ、実施している。他方で、文部科学省は、地域の
公的研究機関を中核に、企業、金融、地方自治体の連携の下で技術革新を展開する「知的
クラスター」の創成事業を 200 1 年より開始し、 1 8 の地域を選定し、支援事業を推進
した。さらに両者の政策過程を調整する機関としては、地域のイニシアティヴをまずは重
視しつつも、国レヴェルで、は、総合科学技術会議地域科学技術クラスター PTが不完全で
はありながら、その任に当たっている。
次に第 2 章後半部分では、福岡・九州地域と、仙台・東北地域におけるクラスター政策
の実態が分析される。福岡・九州地域では、戦前以来製鉄業・石炭鉱業を中心として発達
してきた伝統の上で、新しく半導体産業の集積に成功したケースである。そこでは、経済
産業省出身の福岡県知事、九州大学における半導体研究者が産業界との連携を強力に推進
し、産業クラスター政策 知的クラスター創成事業の支援も受け、福岡・北九州地域を中
心に半導体産業の集積と技術革新を進め、さらに中国・東南アジアとの海外連携を強化す
つ
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る「シリコン・シー・ベルト・プロジェクト」へと対象を拡張した。他方、仙台・東北地
域では、自動車、半導体、医療機器の生産拠点を構築する íTOHOKU ものづくりコリ
ドー」が、経済産業省の東北地域産業クラスター計画の中で打ち出されており、企業、大
学、地方自治体の連携が試みられている。しかしながら、大企業が本社を置く形で立地し
ておらず、研究機関も産業クラスターへの参画に対して必ずしも熱心とは言えず、東北地
域全体を統括する行政機関がないために地方自治体聞の競争関係が生じやすく、必ずしも
クラスターの自立的発展へと至っていない。
第 3 章は、こうした日本の地域間でのクラスター政策の効果の差異を解消するために、
地域のガバナンス構造の改革すなわち地方分権改革の現状と将来の可能性を検討する。 1
995年に設立された地方分権推進委員会での審議により開始された地方分権改革は、 1
999年の地方分権一括法の成立を経て、 2000年代には地方分権改革のみならず、道
州制改革を改革課題として誘発した。本論文は、地方分権改革が技術革新に対して多大な
効用をもたらすことを強調する。第 1 に、財政支援・研究開発で、地域のニーズに適した機
動的な対応を可能とし、第 2 に政策立案の局面で効率的に地域情報を収集することができ、
第 3 に全国レヴェルの利益集団の圧力から遮断した地域単位での政策形成を可能とする
からである。 EUでは、マルチ・レヴェル・ガヴァナンスを進展させ、クラスター政策に
おいては、 EUによる支援のみならず、構成国のフランス内では、中央政府の省庁問委員
会による調整の活性化が図られ、地域圏・デバルトマン・コミューヌ・コミューヌ聞の広
域調整機構によるクラスター政策が展開されている。これらはおおむね 2000年代後半
に実施されているため、いまだ十全に評価することはできないが、日本における道州制改
革と並行したクラスター政策を展開する際には、重要なモデルとなりうると結論づけられ
る。
論文審査結果の要旨
本論文は、第 1 に、 2000年代以降の日本のクラスター政策を対象として、国のみな
らず九州、|・東北の両地域の実施状況を綿密に調査してその差異を分析した。そこでは日本
のクラスター政策の構造を「二重政策」と特徴付け、その政策問調整のメカニズムを明ら
かにした上で、地域における影響をも具体的に分析している。綿密なインタビ、ューを通じ
て、随所に数多くの事実発見とそれに伴う指摘がなされており、新しい政策領域の実態研
究として、公共政策学に対して多大な貢献を成し遂げたと評価できる。
第 2 に、本論文は、 EU及びフランスにおけるガバナンスの構造を念頭に置きながら、
日本において、地方分権改革及び道州制改革がクラスター政策をより有効にするための条
件であることを指摘する。従来の比較地方自治論では、日本とフランスを比較する際に、
もっぱら中間団体としての府県とデノ《ルトマンをとりあげてきたが、本論文はフランスに
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おける地域圏の役割を強調し、それと比較されるべき日本の道州政府の役割について斬新
な指摘を行っている。従来の日本における道州制改革論では地方制度改革の枠に限定され
た制度設計論が主題であったが、本論文は、クラスター政策としづ具体的な政策領域を前
提に道州政府の役割を論ずることで、個別の政策効果との関係で道州制改革を論じ、道州
政府の所掌事務、その財政支出の可能性など道州制改革論における新しい制度設計の地平
を切り拓くことに成功したのである。
もっとも、本論文の対象とするクラスター政策は、日本でもフランスでも実施されて十
年ほどしか経過していないために、いまだその効果を包括的に論ずる段階に達しておらず、
結論部分では、東日本大震災後の日本についての記述など、やや将来展望的な仮説にとど
まる面が見られる。だが、その綿密な分析による事実発見と、日欧比較により地方分権改
革を政策効果の軸から再解釈するとしづ斬新な視角の提示とにおいて、本論文は博士(法
学)の学位を授与するに値することを十二分に示している。
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